（様式第１）　記載に当たっての留意事項

番　　　号
　　年　月　日

中小企業地域資源活用等促進事業
助成金交付申請書（新規・変更）

　公益財団法人全国中小企業振興機関協会　
会　　長　　　○　○　○　○　あて


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
郵便番号・住所
都道府県協会名
代表者役職名・氏名　  　　　　　　　　　　印
担当者役職名・氏名
ＴＥＬ　　　　　　　　
ＦＡＸ
Ｅ－mail
  
　　年度において中小企業地域資源活用等促進事業を下記のとおり実施したいので、中小企業地域資源活用等促進事業助成金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。
記
１　助成事業のA①②・Bの別及びテーマ名

２　助成事業に要する経費及び助成金交付申請額
助成事業に要する経費　　金　　　　　　　　　円
助成金交付申請額　　　　金　　　　　　　　　円

３　助成事業実施期間　　　　　　年　　月～　　　　年　　月

４　関係書類
(1) 事業計画書（別紙１）
(2) 収支予算書（別紙２）
(3) 反社会的勢力の排除に関する誓約書（別紙３）
(4) 課題、目的、都道府県の施策、事業内容、成果、波及効果、目標等本事業計画の概要をまとめた概念図（ポンチ絵）（別紙４）（採択後HPに掲載）
(5) 実施体制図（実施責任者・担当者名、コーディネーター・アドバイザー等外部専門家の配置図、各人の所掌業務）（別紙５）
(6) 継続的・類似的な既存事業（地方自治体等が実施する事業も含む）と申請事業の相違点（別紙６）
(7) 財源確保を証明する書類（様式任意）

注１）「１助成事業のA①②・Bの別及びテーマ名」にはポイントを簡潔にまとめたテーマ名を記載してください（３０字以内）。
注２）「２助成事業に要する経費」は別紙２「収支予算書」Ⅱ支出関係の「助成事業に要する経費」の合計欄の金額を記載してください。
注３）当該年度以降の事業を含む交付申請の場合は、申請に係る年度分すべての事業に係る財源確保を証明する書類（様式任意）を添付してください。
注４）経費はすべて税込で記載してください。
注５）当協会の都合による事業計画の変更については、本様式で申請してください。
注６）ヘッダーに機関名を記載してください。

（別紙１）
事業計画書

Ⅰ．申請者の概況
	機関名
	

	所在地
	

	事業内容
	＊定款等に規定し、現在実施している主な事業について記載してください。





	役職員数
	評議員（　）人、理事（　）人
監事（　）人
職員（　）人うち常勤（　）人
	経常費用
	　　　　　（百万円）

	申請者沿革

	昭和・平成・令和　　年　　月　　日　設立
【沿革】




Ⅱ．事業計画
１　事業実施の背景（現状、課題・問題）と事業実施の目的
＊公募要領「１．目的」及び「５．助成対象の選考」等を踏まえて、記載してください。























２　事業の内容（当該年度以降の事業を含む交付申請の場合は、申請に係る年度ごとに記載してください。）
助成事業のテーマ名：

A事業　①②の別を記入の上、以下の該当する項目について記載してください（①②の別：　　　　）。
【事業の内容】
☐地域課題解決の取組や複数の地域支援機関の相互連携強化等の取組に該当する場合は、チェックしてください。

＊例えば「新商品・新サービスの開発」の場合は、特徴や優位性、競合・類似するものとの違いをはじめ、
提供方法、革新性等について記載してください。




【支援対象者】





【支援対象経費項目】



【助成率及び助成限度額】


【助成期間】


【助成件数】


【事業の広報（募集に係る広報を含む。）】



【募集期間】

【交付決定の方法・評価基準】
＊公募要領「５．助成対象の選考」等を参考にして、具体的に記載してください。

























































助成事業のテーマ名：

B事業
【事業の内容】
☐地域課題解決の取組や複数の地域支援機関の相互連携強化等の取組に該当する場合は、チェックしてください。

＊公募要領「２．助成対象事業」等を踏まえて、わかりやすく具体的に記載してください。







【委託業務内容・委託予定先・委託期間】

＊委託業務がある場合は記載してください。





【支援対象経費項目】


































３　事業実施の計画（スケジュール）
	実施項目
	令和　　年度（令和　　年～令和　　年）

	
	4月
	5月
	6月
	7月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	3月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	例：選考委員会の委員選定・委嘱
	
	
○月～○月
	
	
	
	
	
	
	


＊当該年度以降の事業を含む交付申請の場合は、表をコピーして申請に係る年度分すべての計画を記載してください。




４　事業実施の体制
	
	所属・役職名
	氏名
	役割

	機関内事業実施責任者
	
	
	

	機関内
担当者
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	外部協力者
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


＊事業実施に当たり、都道府県の協力がある場合には、外部協力者欄に記載してください。

５　事業実施の成果・目標
（１）事業の実施の成果・目標
※事業実施による成果を活用した地域活性化への寄与（波及効果）｣を整理した上で、それを達成するための｢２.事業の内容｣の成果目標を設定してください。なお、成果目標の設定にあたっては、現状と目標が比較検証できる定量的で測定可能な目標としてください。









（２）事業実施による成果を活用した地域活性化への寄与（波及効果）
※本事業を通じてどんな地域にしたいのか、地域に対してどのような効果・変化を生み出したいのかを中期的かつ長期的な視点で整理してください。








６　事業計画の策定・実施について所管都道府県との連携内容
※複数の地域支援機関が相互連携して実施する事業についてはその旨も記載してください。










（注）本申請事業計画に係る所管都道府県で定める中期事業計画がある場合は、中期事業計画との関連性を記載するとともに中期事業計画を添付してください。


（別紙２）
収支予算書
（総括表、　　年度）
Ⅰ　収入関係
（単位：円）
	区分
	金額
	備考

	助成金
交付申請額
	
	

	自己調達資金
	
	＊例えば、資産の取り崩し

	県の補助金
	
	

	その他
（運用益）
	
	

	合計
	
	




Ⅱ　支出関係　　　                                           　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	助成事業に要する
経費
	経費の負担区分
	備考

	
	
	特別会計
（助成金相当額）
	その他
（助成金以外）
	

	中小企業者等への助成金(A①の場合)
	　
	
	
	

	支援事業実施に必要な事業費
	　
	
	
	

	支援事業実施に必要な人件費
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	

	租税公課
	
	
	
	

	合計
	　
	
	
	


＊複数年度に亘る事業の場合は、上記２表（Ⅰ、Ⅱ）をコピーして、全体の計画分（総括）と申請に係るすべての年度分について記載してください。
＊支出区分間の10％以内の配分変更は、変更の承認を必要としません。ただし、人件費への配分変更は除きます。
＊委託費は、原則として助成事業に要する経費（総事業費）の５０％を超えないこと。５０％を超える場合は、事業実施体制及びその必要性について記載してください。









支出明細書
【事業内容】：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	支出
区分
	経費項目
	積算明細
	助成事業に要する経費
	経費の
負担区分

	
	
	
	
	特別会計
（助成金相当額）
	その他
（助成金以外）

	
	＊事務要領の経費項目別に記載してください。
	＊公募要領「２．助成対象事業⑵助成対象経費」等を踏まえて記載してください。
	
	
	

	合計
	

	

	
	



＊別紙1事業計画書Ⅱ-２【事業の内容】別に沿って、経費項目ごとに記載してください。
＊積算根拠がわかる見積書等の資料を提出してください。
＊複数年度に亘る事業の場合は、申請に係るすべての年度分について記載してください。

（別紙３）
　　　　年　　月　　日

公益財団法人全国中小企業振興機関協会　
会長　　　○　○　○　○　あて

郵便番号・住所
都道府県協会名
代表者役職名・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

反社会的勢力の排除に関する誓約書


当機関（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）は，
反社会的勢力に該当しないことを確約し、下記の各項目を遵守することを誓約します。
本誓約書の内容に違反した場合または虚偽の申告をしたことが判明した場合には、何らの催告なしに貴機関との取引停止または契約解除の取扱いを受けても異議を申しません。また、これにより損害が生じた場合でも、一切を当機関の責任といたします。

記

１．　貴機関との取引に際し、現在次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約いたします。

(1)　暴力団
(2)　暴力団員
(3)　暴力団準構成員 
(4)　暴力団関係企業
(5)　総会屋
(6)　その他前各号に準ずるもの
(7)　次のいずれかに該当する関係にあるもの
　　①前各号に掲げる者が当機関の経営を支配していると認められること
　　②前各号に掲げる者が当機関の経営に実質的に関与していると認められること
③当機関もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもって、前各号に掲げる者を利用したと認められること
④前各号に掲げる者に資金等または便宜を供与するなどの関与をしていると認められること
⑤その他前各号に掲げる者と役員または経営に実質的に関与している者が、社会的に非難されるべき関係にあると認められること

２．　上記１．記載事項の確認のために調査が実施される場合は常に協力し、貴機関から要請された資料等を直ちに提出することを確約いたします。

３．　自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為を行わないことを確約いたします。
（１）　暴力的な要求行為
（２）　法的な責任を超えた不当な要求行為
（３）　脅迫的な言動または暴力を用いた行為
（４）　風説の流布、偽計または威力を用いた妨害行為
（５）　その他前号に準ずる行為


（別紙４）
[image: グラフィカル ユーザー インターフェイス, アプリケーション, Word

自動的に生成された説明]

　
注）課題、目的、都道府県の施策、事業内容、成果、波及効果、目標等事業計画の概要をまとめた概念図をPowerPointで作成してください。（記載に当たっての留意事項：記載例参照）



[image: ダイアグラム

中程度の精度で自動的に生成された説明]
　注）実施責任者・担当者、コーディネーター・アドバイザー等外部専門家の配置図、各人の所掌業務を記載（記載に当たっての留意事項：記載例参照）



[image: テーブル

自動的に生成された説明]





（様式第１－２）　
【複数機関での連携事業・代表機関提出用】
【交付申請、計画変更（等）承認申請共通】
番　　　号
年　月　日

○○連携事業（交付、計画変更※１）申請書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　公益財団法人全国中小企業振興機関協会　
会　　長　　　○　○　○　○　あて


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
郵便番号・住所
都道府県協会名
代表者役職名・氏名　  　　　　　　　　　　印
担当者役職名・氏名
ＴＥＬ　　　　　　　　
ＦＡＸ
Ｅ－mail
  
　　年度　中小企業地域資源活用等促進事業における○○連携事業の（交付申請、計画変更（等）承認申請※１）について、下記及び別紙※２のとおり実施いたしますので提出いたします。


記

（単位：千円）
	連携事業実施機関名称
	助成対象経費
	助成金

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	




※１：交付申請又は計画変更（等）承認申請の該当しないものを削除のこと。
※２：別紙として連携事業用の別紙１及び別紙２を添付のこと。
※３：連携に参加する協会が各々作成する交付申請書（様式第１）又は計画変更（等）承認申請書（様式第３）は、全国中小企業振興機関協会に直接提出することを妨げない。
※４：単独事業から連携事業に変更することは出来ない。


（別紙１）《連携事業：代表機関が作成》
事業計画書

Ⅰ．代表申請者等
	機関名
	

	所在地
	

	連携する都道府県機関名

	

	事業実施期間
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日




Ⅱ．事業計画
１　事業実施の目的
	




２　事業名称（項目）及び負担割合

	
（例：３協会で連携事業を実施する場合）

1． 関西圏域販路拡大伴走支援事業（Ａ県協会1/3：Ｂ県協会1/3：Ｃ県協会1/3）

2． 幕張メッセテーブルウエアフェア
　　　　　（Ａ県協会2/3：Ｂ県協会1/3*1/2：Ｃ県協会1/3*1/2）

3． 〇県フードフェア（Ａ県協会1/2：Ｂ県協会1/4：Ｃ県協会1/4）

4． インドネシアフルーツ拡販フェア
（Ａ県協会1/2：Ｂ県協会1/2*2/3：Ｃ県協会1/2*1/3）

5． 台湾食品プロモーション事業（Ａ県協会1/3：Ｂ県協会1/3）
　　　　　　※残り1/3はＣ県協会が自己財源で実施
←この５．事業は、ＡＢＣ協会の連携ではなく、ＡＢ協会の連携になるため、別申請になる。

6． 海外販路先進成功事例調査事業
　　　　（人件費：Ａ県協会10/10）
　　　　　　　※人件費の計上はＡ県協会のみのため

　　　　（旅費：Ａ県協会3/6：Ｂ県協会2/6：Ｃ県協会1/6）
　　　　　　　※旅費は計画上の額で負担するが、最終的には各々の実績額を計上）

（謝金：Ｂ県協会3/5：Ｃ県協会2/5）
※Ａ県協会は人件費で対応するため、謝金はない。
※謝金も計画上の額で負担するが、最終的には各々の実績額を計上。

※各々実施する事業名毎に負担割合を（　）書きで記入
※助成対象経費は支払額の総額（領収書の額）になる場合（上記１．～５，）と、各々の県協会で発生した総額（上記６．）のパターンがあり、算出方法が異なることに注意








[image: ]


（様式第２）

番　　　号
　　年　月　日

都道府県協会名
代表者役職名・氏名　あて


公益財団法人全国中小企業振興機関協会
会　　長　　○　○　○　○　　印


中小企業地域資源活用等促進事業
助成金交付決定通知書

　　　　　　年　月　日付けをもって交付申請のありました標記助成金については、中小企業地域資源活用等促進事業に係る助成金交付規程（以下「助成金交付規程」という。）第７条の規定により、下記のとおり交付することに決定しましたので通知します。
なお、本交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があり、助成金の交付の申請を取下げようとするときは、本通知を受けた日から５日以内に助成金交付規程第８条の規定により、その旨の書類を提出してください。
　

記

１．助成金の額は、次のとおりとします。
助成事業に要する経費の額　金　　　　　　　　　　　　　円
助成金の額　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円

２．助成金交付決定に際して付す条件等は、別紙のとおりです。

３．助成事業者は、助成金交付規程に定めるところに従うほか、善良なる管理者の注意をもって事業を遂行してください。

（様式第３）

番　　　号
年　月　日

公益財団法人全国中小企業振興機関協会
会　　長　　　○　○　○　○　あて


都道府県協会名
代表者役職名・氏名　印


中小企業地域資源活用等促進事業
計画変更（等）承認申請書

　　　年　月　日付け　　　　全協第　　号をもって交付決定通知を受けた中小企業地域資源活用等促進事業について、本事業に係る助成金交付規程第９条第１項の規定に基づき、計画変更（等）について下記のとおり申請します。

記

１．変更の内容

２．変更を必要とする理由

３．変更が助成事業に及ぼす影響

４．変更後の助成金の額
（新旧対比）

５．同上の算出基礎

（注）廃止の場合、助成金交付規程第１３条の規定に基づき、実績報告書（様式第８）を全国協会に提出すること。



（様式第４）

番　　　号
　　年　月　日

都道府県協会名
代表者役職名・氏名　あて


公益財団法人全国中小企業振興機関協会
会　　長　　○　○　○　○　　印


中小企業地域資源活用等促進事業
計画変更(等)承認通知書

　　　　　　年　月　日付けをもって申請のありました計画変更（等）については、中小企業地域資源活用等促進事業に係る助成金交付規程（以下「助成金交付規程」という。）第９条の規定により、下記のとおり承認しましたので通知します。
なお、本承認に当たっての交付内容の変更又はこれに付された条件に不服があり、助成金の交付の申請を取下げようとするときは、本通知を受けた日から５日以内に助成金交付規程第８条の規定により、その旨の書類を提出してください。

記

１．承認に際して付す条件等　　　　有(別紙のとおり)　　・　　無

２．中止又は廃止以外の計画変更（等）の場合、助成事業者は、助成金交付規程に定めるところに従うほか、善良なる管理者の注意をもって事業を遂行してください。

（様式第５）

番　　　号
年　月　日

都道府県協会名
代表者役職名・氏名　あて


公益財団法人全国中小企業振興機関協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　　長　　　○　○　○　○　印


中小企業地域資源活用等促進事業
計画変更（等）による助成金返還通知書

年　月　日付け　全協第　号をもって承認した計画変更（等）について、中小企業地域資源活用等促進事業に係る助成金交付規程第９条第３項の規定により、助成金の返還を下記のとおり通知します。
なお、返還金は、以下の指定口座への振込をお願いします。


記

１．返還金　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２．振込先
	金融機関名
	

	支店名
	

	預金の種別
	

	口座番号
	

	預金の名義
	






（様式第６）

番　　　号
年　月　日

公益財団法人全国中小企業振興機関協会
会　　長　　　○　○　○　○　あて


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県協会名
代表者役職名・氏名　印


中小企業地域資源活用等促進事業
助成金支払請求書

中小企業地域資源活用等促進事業に係る助成金交付規程第１０条第１項の規定に基づき、助成金について下記のとおり請求します。

記

１．支払請求額　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２．振込先
	金融機関名
	

	支店名
	

	預金の種別※
	＊確認して記入してください。

	口座番号
※※
	

	預金の名義
	



[bookmark: _Hlk171087069]※　普通預金の場合、利息が付く「普通預金」か、利息が付かない「無利息型普通預金」（決裁口座）を区別して記入してください。
※※　本事業に係る経理を明確にするため専用口座で管理し、他の会計と区分して経理すること。

（様式第７）

番　　　号
年　月　日

公益財団法人全国中小企業振興機関協会
会　　長　　　○　○　○　○　あて


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県協会名
代表者役職名・氏名　印


中小企業地域資源活用等促進事業
事故報告書

中小企業地域資源活用等促進事業に係る助成金交付規程第１１条の規定に基づき、助成対象事業の事故について下記のとおり報告します。

記

１．事故の原因及び内容

２．事故に係る金額　金　　　　　　　　　　　　　　　円

３．事故に対してとった措置

４．助成対象事業の遂行及び完了の予定



（様式第８）

番　　　号
年　月　日

公益財団法人全国中小企業振興機関協会
会　　長　　　○　○　○　○　あて


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都道府県協会名
代表者役職名・氏名　印


中小企業地域資源活用等促進事業
遂行状況報告書

中小企業地域資源活用等促進事業に係る助成金交付規程第１２条の規定に基づき、助成対象事業の収支及び遂行の状況について下記のとおり報告します。

記

１．助成対象事業の収支状況	（別紙１）

２．助成対象事業の遂行状況　　　　（別紙２）

[bookmark: _Hlk171087214]３．無形資産可視化ツール　　　　　（別紙３-１～別紙３-３）
（支援対象企業ごとに報告）



[image: テーブル
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（別紙２）

２．助成対象事業の遂行状況

【事業名】事業名のほか、Ａ事業①②、Ｂ事業の別も記入してください。


【目的〈課題認識、方向性、目標、事業実施計画等〉】







【遂行状況〈実施事業の内容・成果〉】







【評価〈計画と比較した目標の達成度〉、分析（実施した結果新たに生じた課題、数値の検証等）】※計画より進捗が遅れている場合は、その理由も記載してください。





【今後の進め方〈波及効果を含めて〉をどうするのか】











注１）上記項目について詳細に記載してください。
注２）遂行状況の内容について、別途、お伺いすることがあります。








[bookmark: _Hlk171087316]（別紙３-１）
＜https://www.zenkyo.or.jp/chiiki/chosakekka.htm＞を参照して作成してください。
[image: ダイアグラム
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（別紙３-２）
＜https://www.zenkyo.or.jp/chiiki/chosakekka.htm＞を参照して作成してください。
[image: テーブル
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（別紙３-３）
＜https://www.zenkyo.or.jp/chiiki/chosakekka.htm＞を参照して作成してください。
[image: テーブル
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（様式第９）

番　　　号
年　月　日


公益財団法人全国中小企業振興機関協会
会　　長　　　○　○　○　○　あて


都道府県協会名
代表者役職名・氏名　印


中小企業地域資源活用等促進事業
実績報告書

中小企業地域資源活用等促進事業に係る助成金交付規程第１３条の規定に基づき、助成対象事業に要した金額等について下記のとおり報告します。

記

１．助成対象事業に要した金額　　金　　　　　　　　　　　　　円

２．助成対象事業の実績　　　　　　（別紙１）

３．助成対象事業の成果（結果）　　（別紙２）

[bookmark: _Hlk171087367]４．無形資産可視化ツール　　　　　（別紙３-１～別紙３-３）
（支援対象企業ごとに報告）
			




[image: テーブル
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（別紙２）

３．助成対象事業の成果（結果）

【事業名】事業名のほか、Ａ事業①②、Ｂ事業の別も記入してください。



【目的〈課題認識、方向性、目標、事業実施計画等〉】







【成果（結果）〈実施事業の内容・実績、実施した結果生まれた新たな課題等〉】







【評価〈計画と比較した目標の達成度〉、分析（実施した結果新たに生じた課題、数値の検証等）】※計画より進捗が遅れている場合は、その理由も記載してください。







【今後の進め方〈波及効果を含めて〉をどうするのか】









注１）上記項目について詳細に記載してください。
注２）成果（結果）の内容について、別途、お伺いすることがあります。
[bookmark: _Hlk41309959][bookmark: _Hlk41309941]注３）成果物(報告書・アンケート集計物・DVD等)、記録用写真等があれば提出してください。






[bookmark: _Hlk171087421]（別紙３-１）
＜https://www.zenkyo.or.jp/chiiki/chosakekka.htm＞を参照して作成してください。
[image: ダイアグラム
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（別紙３-２）
＜https://www.zenkyo.or.jp/chiiki/chosakekka.htm＞を参照して作成してください。
[image: テーブル
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（別紙３-３）
＜https://www.zenkyo.or.jp/chiiki/chosakekka.htm＞を参照して作成してください。
[image: テーブル
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（様式第９－２）
【複数機関での連携実施・代表機関報告用】
番　　　号
年　月　日


公益財団法人全国中小企業振興機関協会
会　　長　　　○　○　○　○　あて


都道府県協会名
代表者役職名・氏名　印


中小企業地域資源活用等促進事業
実績報告書

中小企業地域資源活用等促進事業に係る助成金交付規程第１３条の規定に基づき、助成対象事業に要した金額等について下記のとおり報告します。

記

１．助成対象事業に要した金額
（単位：千円）
	連携事業実施機関名称
	助成対象経費
	助成金

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	



２．助成対象事業の実績　　　　　　（別紙１）《連携事業》

３．助成対象事業の成果（結果）　　（別紙２）《連携事業》

※１：連携事業用の別紙１、別紙２を添付のこと。
※２：連携に参加する協会が各々作成する実績報告書（様式第９）は、全国中小企業振興機関協会に直接提出することを妨げない。




[image: ]

（別紙２）《連携事業》

３．助成対象事業の成果（結果）

【事業名】事業名のほか、Ａ事業①②、Ｂ事業の別も記入してください。



【目的〈課題認識、方向性、目標、事業実施計画等〉】







【成果（結果）〈実施事業の内容・実績、実施した結果生まれた新たな課題等〉】







【評価〈計画と比較した目標の達成度〉、分析（実施した結果新たに生じた課題、数値の検証等）】※計画より進捗が遅れている場合は、その理由も記載してください。







【今後の進め方〈波及効果を含めて〉をどうするのか】









注１）上記項目について詳細に記載してください。
注２）成果（結果）の内容について、別途、お伺いすることがあります。
注3） 成果物(報告書・アンケート集計物・DVD等)、記録用写真等があれば提出してください。
注４）この様式は、連携事業としての成果（結果）を代表機関が記載して下さい。


（様式第１０）

番　　　号
年　月　日

都道府県協会名
代表者役職名・氏名　あて


公益財団法人全国中小企業振興機関協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　　長　　　○　○　○　○　印


中小企業地域資源活用等促進事業
助成金額確定通知書

　　　　　　年　　月　　日付け　　　　全協第　　号をもって交付決定した標記助成金について、中小企業地域資源活用等促進事業に係る助成金交付規程第１４条第１項の規定にに基づきより、助成金の額を下記のとおり確定しましたので通知します。

記

金　　　　　　　　　　　　　円





























[bookmark: _Hlk41310011]（様式第１１）

番　　　号
年　月　日

都道府県協会名
代表者役職名・氏名　あて


公益財団法人全国中小企業振興機関協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　　長　　　○　○　○　○　印


中小企業地域資源活用等促進事業
助成金額確定に係る返還金通知書

年　月　日付け　全協第　号をもって額の確定をした標記助成金について、中小企業地域資源活用等促進事業に係る助成金交付規程第１４条第２項の規定により、助成金の返還金の額を下記のとおり確定しましたので通知します。
なお、返還金は、以下の指定口座への振込をお願いします。
また、返還に係る振込手数料は、本助成金の対象経費となりませんので、ご留意ください。

記

１．返還金　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２．振込先
	金融機関名
	

	支店名
	

	預金の種別
	

	口座番号
	

	預金の名義
	






（様式第１２）


年　月　日


都道府県協会名
　　代表者役職名・氏名　あて

郵便番号・住所
企業名
代表者役職名・氏名　　　　　　　　　　印


　　　　年度中小企業地域資源活用等促進事業
事業化等状況報告書


　　年度に交付決定のあった中小企業地域資源活用等促進事業に係る　　事業に関し、　　年度の事業化等の状況について、下記のとおり報告します。


記


１．事業化等の有無
　助成事業実施結果の事業化　　　　　　　　有　　・　　無

２．事業化等が「有」の場合
　①　　　年度の事業化等による総収入額　　　　　　　　　　　　　　　円
　②　　　　　　　　〃　　　　総支出額　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　〃　　　　収益額（①－②）　　　　　　　　　　　円

３．実施期間以降の助成事業に関する進捗状況



注1） この様式は、助成金の交付を受けた協会の助成事業終了後、３０日以内に提出して下さい。また、交付を受けた助成事業が事業化を伴う場合は、それ以降の５年間、毎年４月３０日までに提出下さい。
注2） 金額は助成を受けた事業のみについて記載して下さい。
注3） 「総支出額」は可能な限り助成事業に要した費用（人件費、一般管理費等を含む。）を集計
し、計上して下さい。
注４）　なお交付規程では、以下が定められていることにご注意下さい。
「事業化等により収益が生じたときは、助成金の全部又は一部を納付させる」








（様式第１３）

取得財産等管理台帳
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価
	金額
	取得年月日
	耐用年数
	保管場所
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	

































	
	
	
	円
	円
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１．対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が本助成金交付規程第１９条第３項に定める処分制限額以上の財産とする。
２．区分は、（ア）事務用備品、（イ）事業用備品、（ウ）書籍、資料、図面類、（エ）無体財産権（産業財産権等）、（オ）その他の物件、とする。
３．数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
４．取得年月日は、検収年月日を記載すること。





（様式第１４-１）申請時ポンチ絵

[image: グラフィカル ユーザー インターフェイス, アプリケーション, Word

自動的に生成された説明]

注）課題、目的、都道府県の施策、事業内容、成果、波及効果、目標等事業計画の概要をまとめた概念図をPowerPointで作成してください。（記載に当たっての留意事項：記載例参照）

[bookmark: _Hlk183173573]
（様式第１４-２）進捗報告ポンチ絵

[image: テーブル

自動的に生成された説明]


[bookmark: _Hlk183173660]（様式第１４-３）成果報告ポンチ絵

[image: テキスト

中程度の精度で自動的に生成された説明]
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（別紙２）《連携事業》

【連携事業内容】：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：円）

特別会計 その他 特別会計 その他 特別会計 その他 特別会計 その他

（助成金相当額） （助成金以外） （助成金相当額） （助成金以外） （助成金相当額） （助成金以外） （助成金相当額） （助成金以外）

＊複数年度に亘る事業の場合は、申請に係るすべての年度分について記載してください。

合計



支出明細書

支出区分 経費項目 積算明細

助成事業に要する

経費

経費の負担区分

合計 〇協会 〇協会 〇協会
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(別紙1）《連携事業》

2.助成対象事業の実績

２０＊＊年度　助成対象事業の実績

（２０＊＊年４月１日～２０＊＊年３月３１日）

事業区分 計画の内容 経費の負担区分 実績 経費の負担区分

支出区分の内訳 経費項目と積算明細 金額（円） 特別会計 その他 経費項目と積算明細 金額（円） 特別会計 その他

助成金（連携事業合計） 15,000,000 7,500,000 7,500,000助成金（連携事業合計） 14,000,000 7,000,000 7,000,000

　Ｘ協会 ＠500,000 × 10件＝ 5,000,000 5,000,000 2,500,000 2,500,000　Ｘ協会 ＠500,000 × 10件＝ 5,000,000 5,000,000 2,500,000 2,500,000

　Ｙ協会 ＠500,000 × 10件＝ 5,000,000 5,000,000 2,500,000 2,500,000　Ｙ協会 ＠500,000 × 8件＝ 4,000,000 4,000,000 2,000,000 2,000,000

　Ｚ協会 ＠500,000 × 10件＝ 5,000,000 5,000,000 2,500,000 2,500,000　Ｚ協会 ＠500,000 × 10件＝ 5,000,000 5,000,000 2,500,000 2,500,000

小計（助成金） 15,000,000 7,500,000 7,500,000 14,000,000 7,000,000 7,000,000

謝金（連携事業合計） 2,227,200 1,113,600 1,113,600謝金（連携事業合計） 1,911,400 955,700 955,700

　Ｘ協会 ＠63,000 × 2人 × 6日＝ 756,000 756,000 378,000 378,000　Ｘ協会 ＠63,000 × 1人 × 5日＝ 315,000 315,000 157,500 157,500

　Ｙ協会 ＠60,000 × 2人 × 6日＝ 720,000 720,000 360,000 360,000　Ｙ協会 ＠60,000 × 2人 × 6日＝ 720,000 720,000 360,000 360,000

　Ｚ協会 ＠62,600 × 2人 × 6日＝ 751,200 751,200 375,600 375,600　Ｚ協会 ＠62,600 × 2人 × 7日＝ 876,400 876,400 438,200 438,200

旅費・交通費（連携事業合計） 1,788,580 894,290 894,290旅費・交通費（連携事業合計） 539,300 269,650 269,650

　Ｘ協会 ＠46,720 × 3人 × 3日＝ 420,480 420,480 210,240 210,240　Ｘ協会 ＠49,870 × 2人 × 3日＝ 299,220 299,220 149,610 149,610

　Ｙ協会 ＠59,800 × 2人 × 5日＝ 598,000 598,000 299,000 299,000　Ｙ協会 ＠60,020 × 1人 × 4日＝ 240,080 240,080 120,040 120,040

　Ｚ協会 ＠51,340 × 3人 × 5日＝ 770,100 770,100 385,050 385,050　Ｚ協会 ＠0 × 0人 × 0日＝ 0 0 0 0

会議費（連携事業合計） 605,000 302,500 302,500会議費（連携事業合計） 550,000 275,000 275,000

　Ｘ協会 ＠55,000 × 3回 ＝ 165,000 165,000 82,500 82,500　Ｘ協会 ＠55,000 × 2回 ＝ 110,000 110000 55,000 55,000

　Ｙ協会 ＠55,000 × 4回 ＝ 220,000 220,000 110,000 110,000　Ｙ協会 ＠55,000 × 2回 ＝ 110,000 220000 110,000 110,000

　Ｚ協会 ＠55,000 × 4回 ＝ 220,000 220,000 110,000 110,000　Ｚ協会 ＠55,000 × 2回 ＝ 110,000 220000 110,000 110,000

（小計） 4,620,780 2,310,390 2,310,390 3,000,700 1,500,350 1,500,350

会場借料（連携事業合計） 4,000,000 2,000,000 2,000,000会場借料（連携事業合計） 4,550,000 1,500,000 3,050,000

　Ｘ協会 ＠1,000,000 × 1回 ＝ 1,000,000 1,000,000 500,000 500,000　Ｘ協会 ＠1,200,000 × 1回 ＝ 1,200,000 1,200,000 500,000 700,000

　Ｙ協会 ＠1,000,000 × 1回 ＝ 1,000,000 1,000,000 500,000 500,000　Ｙ協会 ＠1,000,000 × 1回 ＝ 1,000,000 1,000,000 0 1,000,000

　Ｚ協会 ＠2,000,000 × 1回 ＝ 2,000,000 2,000,000 1,000,000 1,000,000　Ｚ協会 ＠2,350,000 × 1回 ＝ 2,350,000 2,350,000 1,000,000 1,350,000

通信運搬費（連携事業合計） 155,000 77,500 77,500通信運搬費（連携事業合計） 84,730 42,365 42,365

　Ｘ協会 ＠4,500 × 10回 ＝ 45,000 45,000 22,500 22,500　Ｘ協会 24,560 24,560 12,280 12,280

　Ｙ協会 ＠5,000 × 10回 ＝ 50,000 50,000 25,000 25,000　Ｙ協会 35,640 35,640 17,820 17,820

　Ｚ協会 ＠6,000 × 10回 ＝ 60,000 60,000 30,000 30,000　Ｚ協会 24,530 24,530 12,265 12,265

消耗品費（連携事業合計） 270,000 135,000 135,000消耗品費（連携事業合計） 167,420 83,710 83,710

　Ｘ協会 ＠30,000 × 3回 ＝ 90,000 90,000 45,000 45,000　Ｘ協会 65,340 65,340 32,670 32,670

　Ｙ協会 ＠40,000 × 2回 ＝ 80,000 80,000 40,000 40,000　Ｙ協会 45,380 45,380 22,690 22,690

　Ｚ協会 ＠50,000 × 2回 ＝ 100,000 100,000 50,000 50,000　Ｚ協会 56,700 56,700 28,350 28,350

（小計） 4,425,000 2,212,500 2,212,500 4,802,150 1,626,075 3,176,075

小計（事業費） 9,045,780 4,522,890 4,522,890 7,802,850 3,126,425 4,676,425

委託費（連携事業合計） 4,300,000 2,150,000 2,150,000委託費（連携事業合計） 4,454,000 2,062,000 2,392,000

　Ｘ協会 176,000円 × 5月 ＝ 880,000 880,000 440,000 440,000　Ｘ協会 176,000円 × 4月 ＝ 704,000 704,000 352,000 352,000

165,000円 × 8月 ＝ 1,320,000 1,320,000 660,000 660,000 165,000円 × 10月 ＝ 1,650,000 1,650,000 660,000 990,000

　Ｙ協会 × 0月 ＝ 0 0 0 0　Ｙ協会 × 0月 ＝ 0 0 0 0

　Ｚ協会 210,000円 × 10月 ＝ 2,100,000 2,100,000 1,050,000 1,050,000　Ｚ協会 210,000円 × 10月 ＝ 2,100,000 2,100,000 1,050,000 1,050,000

小計 4,300,000 2,150,000 2,150,000 4,454,000 2,062,000 2,392,000

事前調査 委託費（連携事業合計） 600,000 300,000 300,000委託費（連携事業合計） 800,000 300,000 500,000

　Ｘ協会 ＠0 × 0回 ＝ 0 0 0 0　Ｘ協会 ＠0 × 0回 ＝ 0 0 0 0

　Ｙ協会 ＠300,000 × 1回 ＝ 300,000 300,000 150,000 150,000　Ｙ協会 ＠400,000 × 1回 ＝ 400,000 400,000 150,000 250,000

　Ｚ協会 ＠300,000 × 1回 ＝ 300,000 300,000 150,000 150,000　Ｚ協会 ＠400,000 × 1回 ＝ 400,000 400,000 150,000 250,000

小計 600,000 300,000 300,000 800,000 300,000 500,000

租税公課（連携事業合計） 2,000 1,000 1,000租税公課（連携事業合計） 2,000 1,000 1,000

　Ｘ協会 ＠0 × 0回 ＝ 0 0 0 0　Ｘ協会 ＠0 × 0回 ＝ 0 0 0 0

　Ｙ協会 ＠0 × 0回 ＝ 0 0 0 0　Ｙ協会 ＠0 × 0回 ＝ 0 0 0 0

　Ｚ協会 ＠2,000 × 1回 ＝ 2,000 2,000 1,000 1,000　Ｚ協会 ＠2,000 × 1回 ＝ 2,000 2,000 1,000 1,000

小計 2,000 1,000 1,000 2,000 1,000 1,000

合計 28,947,780 14,473,890 14,473,890 27,058,850 12,489,425 14,569,425

支援事業実施に必要

な人件費



委託費

租税公課



支援事業実施に必要

な事業費

新事業展開支援事業

③展示会開催

支出区分

中小企業者等への助

成金

新事業展開支援事業

①新市場開拓支援

支援事業実施に必要

な事業費

新事業展開支援事業

②アドバイザー事業


image11.png
| RTINS T, ARSECEEL R B AN ORI B4 DI,

TOSCORWIUT TOBC | 8% | WRIGELAUIECHUET. WA ;
SRS, BB EIEIER, ABETHRRT. B ;

DARATERD SR TR :

ST IEEART | W% | TEL TSI CRRCE, | ADSHETER TR :
Zan7oomimess e jetie o eas R, :

Fwr%. 025 B0 555 L oo R TR, :

a310BE TR, i
RO/ AT I | 5% | TRE SADRETIOR TS, | RRTESTRR | R | |

. immanin e Butise. an, FeiAcesn. | % i

fe TR, RS, T2 :

RS e |

75 ;

R | rECRADT RGNy | 7% | B0, BRI, TR | TRRDLATIN :
® aeRRT se et mA o, SN, | 5. ;
e St pr i e i

orE. SRS TSTE, i

TS0 EROER o CORET
BECni TR,

o
CEpn
ERBRIOHCH TN T OO,

S OO LI LTS AT,
B | mEazieniiconscy R, daznows.

Cwies

SEBRAL S SR S e ssenesl YS oL, BEAREIPL OB ERLtDY, BIUTUT.

EoUTESwR T

M B e DT DT AL SR

6, WD TR T BRE LRI





image12.png
<sEHEEEE>

T

s
R, B ST
£33,

o0 3078z DTS
AADRL SRR,

8

TEe)
EreTEyBTEE. £0
IR, ENCRR T
S IENETS.

(o0 wamEAC, @
WA EA A T 5|

@«

TR oA W
WA RS 5.

o0 20T SRS,

Sk <ovmaim.

ECCERNLINA, TEMLETEEESARBEEANCD |
ROEAD Sk SR, ENPREN G N AERE T 5.

£D. D/Crr-5-71> 0 1 mEEoNRE |
e e S T
HER

(o) S0 AT
o
| EAAE RN 5527 T L DRAMRE U

RSO AR
BRCNEL TR R,

on
Ran

T s coBmEL,
L em.

AT IOR L Lo RO
FOMBRLCAE S

e

i sonnos rae
R e
EHERCOUTE, ERDm
Pt e
Beoucmn.

i3

TRRROEE Cam]
BRI,

)
O RO =
S SR T
i, BRSO RS
HEOm sk B T
AR ORA RS
omneE S

g

RO RNER]
Cmxitaman 5 o soR
T it
N

)
ErowaATE T
Pt





